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『農』を活かすまちづくりのための制度改革の提言（案） 

 

2017 年 8 月 生産緑地研究会 

 

 

はじめに 

 

「生産緑地研究会」は、都市農業・農地の理念的な位置づけの転換に伴って、都市政

策、農業政策及び税制に関する具体的な法制上の対応が進行中の現況において、まちづく

り・里づくりの現場に関わるプランナー、自治体職員、研究者等約 30 名が議論を重ね

て、都市農地の現状と保全・活用上の課題、それを踏まえた望ましい制度改革の方向につ

いて検討するために、(特)日本都市計画家協会のもとに、(一財)都市農地活用支援センタ

ーと協力しながら、活動を始めた組織です。 

 制度改革の現状は、都市農業振興基本法と同基本計画の制定を先頭にして、都市政策側の

都市緑地法等改正法につづき、農業政策側の新たな法制と、関連する税制改革が審議に付さ

れようとしています。現行生産緑地の大部分が指定後 30 年を迎える 2022 年を 5 年後に迎

えるにあたって、今回の一連の法制対応が重要な枠組となることから、制度改革の方向とそ

の活用について、2022 年に至る移行期およびそれ以後の課題を踏まえて、本研究会として

提言をまとめることとしました。 

  

提言をまとめるに当って、本研究会では次のような視点を主に据えています。 

①都市農地の位置づけが「あるべきもの」へと転換され、本格的な都市農業の振興施策が講

じられる時代になったことから、その担い手についても都市農家、地域事業者と都市住民に

よる多様な連携が必須となること。とくに都市農家と都市住民の関係については、双方が抱

くこともある迷惑感の解消というレベルを超えて、都市農地の活用・管理について話し合い

の場を新たに設けることにより、社会的支持のもとでより積極的な協力・連携を強めるべき

こと。 

②しかしながら、このような転換が遅れたこともあって、タイムリミットともいえる上述の

2022 年まで、わずかな準備期間しかないこと。しかも、進行している都市農地の減少傾向

を防止する実効性のある制度改革が実現しうるのかについて、危惧があること。 

  

本提言の主な項目は、次のとおりです。 

１．課題１：生産緑地以外の新たな保全農地制度の必要性 

（１）都市農地保全策の新たな強化 

（２）食料非常時の自給用農地の確保 

：都市農地の減少が止まらない状況下での、生産緑地以外の新たな保全農地制度の必要性。 

２．課題２：都市農地・都市農業の特徴と計画的な位置づけの重要性 

（１）都市緑地としての農地の特徴と幅広い都市農業活性化の可能性 

（２）土地利用計画による都市農地の位置づけの重要性 
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：都市農地の持続的な保全活用と、幅広い都市農業活性化のための、計画的な位置づけの重

要性。 

３．提案１：（仮）緑農地区計画の提案 

（１）（仮）緑農地計画の指定要件 

（２）緑農地区計画の指定内容 

（３）緑農地区計画の制限等 

（４）緑農地区計画内の土地の交換分合 

（５）決定後 10 年経過した場合の措置 

：現行のまちづくり手法は、都市農地の宅地化促進を前提としたものになっており、都市農

地の保全活用が能動的かつ安定した土地利用として定着するために、農住共存型のまちづ

くり手法としての拡張再編が求められる。とくに農家と都市住民が協働する農を生かすま

ちづくりの仕組み、農地と宅地等を再配置する土地の交換分合等を推進する手法を創出す

べきである。 

４．提案２：農地保全・農住共存のための多様な担い手の仕組み 

（１）都市農地の権利移動制限に関する弾力化の拡大 

（２）農地保全型農住組合 

（３）農空間保全協議会（エリアマネジメント組織） 

：農住共存のまちづくりの多様な担い手が、都市農地の保全活用に向けた取り組みとともに

登場しつつある。保全活用の事業やその後の持続的な維持管理に向けて、農家間の農地貸借

のみでなく、都市住民、民間事業者を含めた多様な担い手による農地の貸借と役割分担や組

織のあり方について、多くの検討課題が今後に残されている。 

５．提案３：2022 年に至る移行期までに講ずべき都市農業振興・都市農地保全施策 

（１）農業後継者ほか多様な担い手の育成・支援のための施策 

（２）生産緑地の追加指定 

（３）生産緑地等の買取り対応の強化 

（４）立地適正化計画と都市農地保全制度導入とのカップリング 

：都市農業の従事者および後継者不足の現状から、都市農地の減少に歯止めがかからず、生

産緑地の買取り申出が続出する可能性もある。都市農地の多様な機能発揮を都市農業経営

の中に組み入れながら、農業従事者と農地後継者の関心と意欲を後押しする施策が必要で

ある。これらの施策は、生産緑地の買取り申出が集中的に可能となる上述の 2022 年に至る

移行期までに効果をもたらすために、早急な対応を要する。 

 

 以下に、これらの項目について順次提言します。 
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１．課題１：生産緑地以外の新たな保全農地制度の必要性 

 

 都市農業振興基本計画では、「営農計画認定制度」（仮称）の新設の検討が記されていた。

これが見送りになった要因として、小規模生産緑地、特定生産緑地制度が創設され、併せて

生産緑地の貸借への相続税納税猶予の適用継続が予定されることから、農地保全対策が強

化されることがあると思われる。 

 しかし、上記の改正にもかかわらず、農地保全の効果が十分でなく、保全すべき農地の減

少が止まらない可能性がある。今般の生産緑地法改正の基本的な役割は、既に指定済みの生

産緑地の継続にあるといえる。農業経営の将来を見通せない中で、土地利用制限が 30 年間

続く生産緑地の活用に躊躇する農家が多く、10 年程度の利用制限とともに固定資産税を軽

減する新制度があれば、その活用意向が高まるという調査報告もある（宇都宮市・都市農地

の計画的保全活用方策実証調査）。 

 

（１）都市農地保全策の新たな強化 

10 年間の営農計画について、「農地所有者以外の者による耕作を含めた営農に関する計画

を地方公共団体が評価する仕組み」（基本計画第 2－3－（3））を導入すれば、生産緑地の指

定が少ない特定市以外の市街化区域内農地についても、小規模農家や経験の浅い農地後継

者にとって受け容れやすいものとなり、また遊休農地の発生要因の解消にも効果があろう。 

従って、基本計画に記された保全農地の認定制度をはじめ、都市農地保全対策の新たなる強

化措置の検討について、具体化することが望まれる。 

本格的な農業振興施策が講じられる筈の保全すべき農地について、農水省はその対象を

生産緑地地区に限定する方針ともみられる。もしそうであるなら、都市農地保全策の新たな

強化は、都市政策側において都市計画制度等として創設されるべきである。（本提言の３.と

４．） 

なお、農水省による保全農地が当面は生産緑地に限られるとしても、その他の都市政策的

な手法や自治体独自の制度による保全農地についても、都市農業振興施策の対象から除外

せず、柔軟に対応すべきものと考える。 

 

（２）食料非常時の自給用農地の確保  

わが国の農業・食糧を巡る歴史的経験と近未来のグローバルな情勢予測に鑑みた時、現在

農水省が、食料・農業・農村基本計画で目標としている平成 37 年度の耕地面積 440 万 ha の

確保（内農用地区域 403 万 ha）は粛々と進めるとして、都市部の農地・空地（市街化区域

内農地約 8.3 万 ha、空地約 13万ｈａ）についても、食料非常時の自給用として、農的利用

を確保する措置を講じるべきである。都市部での農的利用の確保は、消費地に近いことから

食料非常時にもより効果的であろう。 

当面必ずしも農を生かしたものでなくても都市緑地としての利用を含め、定期借地制度

と組み合わせることにより、一定期間の後に農地利用が回復される仕組の整備も考えられ

るべきではなかろうか。 
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２．課題２：都市農地・都市農業の特徴と計画的な位置づけの重要性 

 

都市農地・都市農業は市街地とその周辺に位置することから、一般的な農地・農業と比べ

て、生産以外の多様な機能の中でも、とくに人々が集住する場を支える機能（防災、自然と

の接触・体験、コミュニティの形成等）の役割が大きい。これらは農業が営まれる農地の「存

在」によって直接的に期待される生産機能や国土保全機能等に比べて、周辺住民や自治体が

加わった利活用によって発揮される「利用」緑地としての性格が強い。多世代交流の場とし

てのコミュニティ農園の活用、農地と樹林地が組み合わさった農のある風景や生物生息環

境を保全整備する能動的な地域活動等が、その典型例である。 

また、都市住民・地域事業者等が参入することにより、都市農業活性化の新たな機会が拡

がる可能性もある。 

 

（１）都市緑地としての農地の特徴と幅広い都市農業活性化の可能性 

市街化区域では自らの施策対象を基本的に生産緑地に限定した農水省に対し、国土交通

省は、今回の法改正で、農地一般を緑地として自らの施策対象とした。これまでの都市緑地

法の対象が樹林地や水辺等であり、施策手法が主に公園等の公共施設整備事業のほか、行政

による規制であったのに対し、農地の場合、これを農地として維持するためには日々の肥培

管理が必要となり、農地所有者（農地後継者を含む）が自らそれを実施するのでなければ、

他の農業者や都市住民、地域事業者と協力・連携しなければならないという相違がある。 

また都市の土地市場での需要に沿いつつ、農を生かし、農を残した経営が成り立つ土地利

用を考える必要がある。例えば、郊外部での農園付住宅宅地、マンション居住者が運営する

菜園、クラインガルテン、農を生かした福祉拠点施設等、様々な土地利用形態が実現・増加

する可能性がある。 

元気で経験豊かな高齢者の急増や都市のライフスタイルの変化を背景にして、意欲ある

都市住民や企業の都市農業への参入に伴って、都市型複合営農への新規就農や新しい都市

農業ビジネスが開発・進化して、より幅の広い農業活性化につながる可能性も大きい。（本

提言の４．） 

このような都市農地に関する土地需要と都市農業を拡張する人材資源は、地域によって

多様である。都市現場の第一線にいる市町村が、これらの動向を把握して、まちづくり・里

づくりのシナリオに組み入れることが重要である。 

 

（２）土地利用計画による都市農地の位置づけの重要性 

都市農業継続農地が市街地に共存し、その保全措置が実施されるために、「土地利用に関

する計画」に基づくべきことは、都市農業振興基本法に規定されている。都市農地がその機

能を発揮するためには、土地利用計画による都市農地の位置づけが求められる。「都市と緑・

農の共生」する市街地の全体構造の将来像を踏まえて、市街地の地区別特性に応じて要請さ

れる緑地機能に対応して、都市農地の位置、量、性能が定まる。 

「利用緑地」についてはさらに具体的に、個別の保全農地に関して、その緑地機能を持続

的に維持するための担い手として、農業生産者のほかに地区住民、市民、民間事業者、自治
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体等の役割分担が重要になる。参考：後藤光蔵「農のある暮らしの実現に向けて―計画的都

市農業の取り組み」『新都市』2017 年 3月 

このような土地利用計画のうち、都市全体を対象とするマスタープランとして、市町村都

市農業振興基本計画（基本法の「地方計画」）と、緑の基本計画（改正都市緑地法による）

とが主なものとなる。後者は都市農地の緑地としての保全活用の方針（上述の保全活用の担

い手を含む）を定めるものであり、前者は保全すべき都市農地に対する本格的な農業振興施

策（農地の活用・保全対策の強化措置を含む）を示すものであり、両者の密接な連携が必要

となる。 

しかし、多くの市町村において、これらの都市農地の保全活用、都市農業の振興という領

域での多分野にまたがる行政経験は少なく、国や都道府県の施策の枠組みや、先行自治体に

よる計画策定事例を見ながら、取り組まざるをえない状況にあると見受けられる。 

従って、これらの土地利用計画の役割と内容、策定手順等について説明を加えることによ

り、市町村による計画策定を支援・促進することが望まれる。 

なお、「都市農業基本法に基づく地方計画の記載事項例（案）」が、当局の運用指針として

示された。この文書では、保全すべき農地と、「農地の有効活用・保全を図るべき都市農業

者等（≒都市農業の担い手）」について、リストで明示すること（地方計画本体とは別に、

別添資料の形式もあり）も考えられると記されており、市町村への周知が期される。 

また、緑の基本計画の改定を検討中の市の担当者から、都市農地を「あるべきもの」とし

て保全を方向付けるマスタープランレベルの総論と、その具体的な実現手段である生産緑

地制度（計画論がなく個別農家の意向に追随する形にならざるを得ない制度）との乖離に戸

惑う、という切実な意見が寄せられている。これは都市農業振興基本法・基本計画の理念と、

これを受けるはずの個別法制の実態との乖離に起因するものといえる。この乖離を埋める

ために、上位の計画論と筆地・敷地単位の生産緑地等との中間をつなぐキーとなる、地区ま

ちづくりの計画とその実現の仕組みが重要であり、次の 3章、4章の提言は、その打開策と

なりうる。 

 

３．提案１：（仮）緑農地区計画の提案 

 上記 1及び 2の課題認識を踏まえ、その具体化を図る都市計画制度として「（仮）緑農地

区計画」を提案する。この制度は生産緑地地区と相まって都市農地の保全を進めるものであ

るが、両制度の骨格を比較すると、生産緑地制度が＜30 年間営農継続（宅地化不可）を条

件とする税制特例措置＞であるのに対し、本制度は＜10 年間緑農空間保持（宅地化不可）

＋地区ルール遵守を条件とする税制特例措置＞である。 

 この制度の法制化の方法としては、地区計画の特別法（沿道整備法、密集市街地整備法、

歴史まちづくり法等に並ぶ法律）を新たに制定する方法を想定している。また、下記内容中、

数値で示している部分は仮の数値である（何らかの数値的な目安が必要であることを示し

ているに過ぎない）。 

 

（１） （仮）緑農地区計画の指定要件 
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① 現況土地利用及び区域面積 

・ 農地と宅地が現に混在しているか、混在する可能性がある区域であること 

・ 現状において農地（山林・水面等を含む）の面積が区域面積の概ね 1/3 以上であ

ること 

・ 区域面積は、概ね 5,000 ㎡以上であること。 

② 指定手続き 

・ 地区計画の指定手続きを採用 

・ 併せて、計画内容について保全農地となる農地の所有者・借地権者全員の同意 

③ 生産緑地地区と重複する場合の扱い 

生産緑地地区（特定生産緑地を含む）内の農地を緑農地区計画の保全農地とすること

は妨げない。その場合、生産緑地地区の制限と保全農地の制限が共に適用される。 

 

（２） 緑農地区計画の指定内容 

① 指定の目的・目標、計画の方針等（必須） 

② 道路・公園・緑地等の地区施設（選択） 

③ フットパス・農園通路・水路・休憩所・直売所等の緑農施設(選択) 

④ 保全農地（公的管理に移行する緑地等を含み、現況農地面積の 2/3 以上）（必須） 

⑤ 建築物等に関する制限（必須）、農地の日照を確保する建築物高さ制限を含む（選択） 

⑥ 緑化に関する制限（地区の緑化率＝30％以上、宅地の緑化率＝原則として 20％以上、

保存樹木等）（必須） 

⑦ 地区環境協定（農業者と都市居住者が協力して地区内環境を管理するための協定＝

関係権利者の 2/3 以上の同意で成立）の締結方針（必須） 

協定自体は、地区計画の内容とせず地区計画決定後任意に締結するものとし、地区計

画では協定の主な内容、締結時期の目標等を定めるものとする。 

緑農地区計画では、農業者と都市居住者が協働して、農地と宅地が混在する地区の環

境をより望ましい状況にしていくことができるよう、農地の中期的保全を担保しつつ

「農」と「住」の協調・協力関係を築くためのツールとして③〜⑦の事項を用意する。

また、⑦の地区環境協定は、地区内の関係者が後述のエリアマネジメント組織を設立し

て締結及び事後運営を行うことが望まれる。 

 

（３） 緑農地区計画区域内の制限等 

① 保全農地とされた農地については、10年間営農継続（地区環境協定に基づき、農地

以外の緑地として適切に管理されている場合を含む。以下同じ。）義務が課せられる。

その制限に対応して、固定資産税・相続税について特定生産緑地と同等の特例が適用

される。 

② 「地区施設」、「建築物等の制限」、「緑化に関する制限」については、地区計画と同

様の制限が課せられる。緑化率 30％以上の規定を満たす宅地の所有者には、一定率

の固定資産税減額措置が適用される。 
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③ 「緑農施設」の整備又は管理のあり方は、地区環境協定に規定される。 

④ 協定当事者には、地区環境協定に定められた制限事項が課せられる。 

 

（４） 緑農地区計画内の土地の交換分合 

① 緑農地区計画区域内の地権者は、1 人で、数人共同して、または組合を設立して区

域内の土地の交換分合を行うことができる。 

② 上記の交換分合の手続きには、土地区画整理法の手続きを準用する。 

③ 土地の交換分合に係る諸税については、土地区画整理事業の換地の場合と同様の特

例を適用する。 

④ 交換分合計画では、保全農地面積の 2/3 以上、かつ、区域面積の 1/4 以上の面積の

農地を交換分合後の保全農地とする。（緑農地区計画の内容は、交換分合後、交換分

合計画に対応して必要となる箇所を変更する） 

都市内に農地を積極的に位置づけ、具体的に空間の質の向上に役立てようとした場

合、農地と宅地や道路等との位置関係が現状のままでは適切でないケースが想定され

る。そのようなケースにおいて、農地、宅地、道路等を適切に再配置することができれ

ば、長期的な都市資産となり得るような、農を活かした望ましい生活空間をつくり出す

ことが可能となる。上記交換分合はそのための事業手段である。 

 

（５）決定後 10 年経過した場合の措置 

①保全農地の所有者・借地権者は、10 年経過の 1 年前までに、保全農地を継続するか

終了するかの意思を市町村長に届け出るものとする。 

②届出を受けた市町村長は、終了の対象となる保全農地について、公共移管、地区によ

る共同管理その他の保全農地継続策を緑農地区計画の利害関係者と協議するものと

する。 

③上記の協議で合意された保全農地継続策に対し、利害関係人は誠実に対応するもの

とするが、協議が整わなかった場合は、当該保全農地は終了する。 

④保全農地の一部又は全部が終了することとなった地区においては、保全農地以外の

計画内容について必要な見直しを行うものとする。 

⑤保全農地の一部又は全部の終了に伴い、緑農地区計画の要件等を満たさなくなった

地区については、緑地特化型の地区計画（準緑農地区計画）として継続することがで

きるものとする。 

 

４．提案２：農地保全・農住共存のための多様な担い手の仕組み 

 

都市農業振興基本計画の「はじめに」において、次のような格調の高い理念が規定されて

いる。「農業政策及び都市政策の双方の方向転換の下で、都市農業と都市住民との新たな関

係を育て、深化させつつ、都市農業者や都市住民、関係行政機関や農業団体等が連携して都

市農業の振興及び都市農地の保全を図るべき対象を明確にした上で、それらの安定的な継
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続に向けた施策を充実させることが必要となる。」 

このような「都市農業と都市住民の新たな関係」の育成、深化、関係団体を含めた連携を

具体的に進める施策が、今まさに必要となっている。この新たな関係を進化させるために必

要な都市農地の権利移動制限の弾力化と、地区レベルでの具体的な都市農地活用と保全の

多様な担い手による役割分担や、組織のあり方について、以下に提案する。 

 

（１）都市農地の権利移動制限に関する弾力化の拡大 

1 章で前述した仮称「営農計画認定制度」では、「一定期間にわたる農地所有者以外の者

による耕作」を市町村が評価する仕組みとして記されており、「都市版の農業経営基盤強

化促進法」の創設が期待されていた。 

農業経営基盤強化促進法による利用権の設定は、自治体の農業経営基盤強化基本構想や

農業経営モデルに沿った新規就農及び認定農業者育成等の政策目的実現のために、農地法

の特例として認められている制度で、市と農業委員会が当事者の間に入って農地の貸借を

成立させるもので、貸し手にとっては契約期間が終了すれば離作料等を支払うことなく農

地が返還され、借り手にとっても権利取得の下限面積要件等が適用されない、などのメリッ

トがある。 

「都市版の農業経営基盤強化促進法」という表現で我々が期待したのは、都市農業の特性

を生かし、都市住民との連携の下で農業の多様な機能発揮が図られる農地活用モデルが示

され、その実現を政策目的とする利用権設定の制度であった。 

農水省で制度検討が進められている都市農地の貸借の円滑化法が、どのような政策目的

を掲げてその対象を生産緑地に限定する合理的な根拠としているのか、今後示されるであ

ろう法律を見て判断するしかないが、税制について生産緑地に限定する等の措置が考えら

れることはありうるとして、法律の適用対象は基本的に都市農地全般とすべきである。 

農地のままでの権利移動について、農家を原則とする現在の農地法の規定は、農地の保全

を図るために都市住民を含め多様な主体の参画を求める必要のある現状においては、むし

ろ農地の転用・減少を促進させる効果を発揮しており、生産緑地以外の農地においてもその

緩和が必要である。特に、先に述べた緑農地区計画や後述する農地保全型農住組合、農空間

保全協議会の取組みを進める上で、この法律を適用することは不可欠である。 

従って、この法律について、今後速やかに、緑農地区計画区域、農地保全型農住組合事業

区域及び農空間保全協議会事業区域に適用するとともに、その実施状況を踏まえ、数年後に

予定されている法律の見直しにより、市街化区域内農地全体に対象を拡大することを提案

する。 

 

（２）農地保全型農住組合 

市街化区域における農地の計画的な宅地化の推進が求められていた時代背景のもと、昭

和 55年に制定された農住組合法は、全国で 84組合、220ha 余の実績を残したが、社会情勢

が農地保全にシフトする中、平成 23 年 5 月 19 日をもって、新規設立が打ち切られた。 

この農住組合法が目指した「農住共存のまちづくり」という方向、農家を中心にした組織

づくりの考え方、区画整理、交換分合、コミュニティ施設の管理等の事業手法は、農地保全
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のまちづくりを進める基本的な事業であるとして、制度の改正による継続が検討されたが、

市街化区域における農地の計画的な宅地化の推進という法律の目的を変えることが難しく

流産した経緯がある。 

今回の提案は、当時の検討を生かしつつ、都市農業振興基本法に立脚した、都市における

農地の保全を目的とした新たな農住組合を可能にする法律（事業法）の制定であり、事業の

内容に照らしたとき、農水省、国交省の共管とするのが望ましい。 

この新しい農地保全型農住組合は、農家等の土地所有者を中心にした農地の整備・活用の

事業主体であり、先述した都市計画規制としての緑農地区計画及び後述する都市住民等が

中心となったエリアマネジメント組織としての農空間保全協議会と連携することにより、

一層の施策効果の発揮が期待できる。 

 

１）目的 

都市農業振興基本法を踏まえ、都市農業が安定的に継続される農地の保全を図るため、地

域において必要な基盤施設の整備・管理、農地等の換地・交換分合、農地保全協定の締結、

農業経営、農作業の共同化その他必要により農地保全と合わせて実施される住宅宅地、コミ

ュニティ施設の整備管理等を行う組織を設けることができるようにすると共に、事業への

支援策を講じる。 

２）事業 

①農住土地整理事業 

 土地区画整理法の技術基準（道路舗装、道路幅員、３％公園等）に依らない、営農・通

行に必要な簡易な道路等整備、換地規定については土地区画整理法を準用 

②道路、ため池等の地区施設の所有又は管理 

③農地等の交換分合 

④農地保全協定の締結 

⑤農業経営等 

 農業の共同施設の整備・管理、農作業の共同化、農業経営、 

⑥市民農園の開設その他、農地の農的活用に係る事業 

例 環境維持活動  畦畔の除草、ため池・水路の清掃  

  景観形成活動  花木植栽 

  市民との交流  マルシェ、農地見学会、共同販売、農産物の加工・料理教室 

  学校との交流  田植え、稲刈り、環境学習 

  防災機能発揮  防災訓練 

⑦農地保全と併せて実施される宅地造成、住宅建設・管理、公共施設整備、コミュニテ 

 ィ施設等の整備・管理 

３）組合 

①法人格…この法律に基づいて設立される法人とする。 

②組合員…地区内の土地所有者又は借地権者及び地区内の農地について使用収益権を有 

 する者。 

 なお、この農住組合が後述する農空間保全協議会と密接な連携のもとに活動する場合 
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 等、必要によりそれ以外の者を准組合員とすることができる。 

 準組合員は、組合の意思決定に際して意見を言うことができる。 

③地区の要件 

 都市農業振興基本法に基づき市町村が定めた地方計画で農地の保全が位置付けられて 

 いる地域内にある概ね 2,500 ㎡以上の農地を含む区域 

４）支援措置 

①農地保全協定地区の農地について、貸借の円滑化の法適用 

②居住と農園利用を一体化した都市型優良田園住宅制度の創設・適用 

③定期借地制度（借地借家法）を活用した暫定農地転用制度の創設・適用 

④市民農園開設等への国庫補助 

 

（３）農空間保全協議会（エリアマネジメント組織） 

今回都市緑地法が改正され、農地保全がその目的とされたが、他の緑地と異なり、継続的

な肥培管理が必要であるという農地の特性を踏まえた時、農家等の関係者による農地保全

のための協同の取組を支援する新たな仕組みが必要である。 

その際、以前の社会資本整備審議会都市計画制度小委員会で指摘されたように、こうした

協同の取組を円滑に行うためには、農空間を地域の環境資源として共有する住民（農家を含

め）によるエリアマネジメントというべき空間管理の手法を取り入れることが不可欠であ

る。 

現行の都市緑地法では、行政を補完する組織として市町村長が緑地保全・緑化推進法人を

指定できることとなっているが、これと並び、新たに住民等を主体にして協同で農地保全・

活用を推進する「農空間保全協議会」という仕組みを導入することを提案する。 

 

１）目的 

都市農業振興基本法を踏まえ、都市農業・都市農地の多様な機能発揮を促進するため、地

域において都市農地を貴重な環境資源として共有する住民（農家を含め）による、農地を農

的に活用する様々な活動の実施主体の法的位置づけを明確にすると共に、必要な支援施策

を講じる。 

２）事業 

①農空間保全・活用の基本方針 

 地区の田畑、畦道、屋敷林、ため池等の保全・活用の方向（農家との調整が必要） 

 協議会の役割（行政、農家との役割分担） 

②農空間保全・活用のための事業 

例 環境維持活動  畦畔の除草、ため池・水路の清掃  

  景観形成活動  花木植栽 

  共生ルール作り 市民のマナー、農薬散布・騒音・土埃等の対策に係る協定締結 

  農家との交流  マルシェ、農地見学会、共同販売、農産物の加工・料理教室 

  農家の支援   援農ボランティア活動 

  学校との交流  田植え、稲刈り、環境学習 
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  防災機能発揮  防災訓練 

③市民農園の開設等 

 市民農園の開設、社会福祉法人・グループへの貸付、自らの活動としての農園運営 

３）協議会 

①法人格…都市緑地法に基づく新たな法人とする。 

 市町村長の認可を受けて設立する。 

②会員 …地域住民、地域農家、その他、地域自治団体（自治会等）、NPO 等の市民団体、 

 農業団体、社会福祉法人、医療法人、企業、学校等 

③地区の要件 

 都市農業振興基本法に基づき市町村が定めた地方計画で農地の保全が位置付けられてい 

 る地域内の地区で、自治会等の地域コミュニティの範囲、小学校区など農家・都市住民 

 に身近で分かりやすいまとまりの地区 

４）支援措置 

①協議会による農地貸借について、貸借の円滑化の法適用 

②市民農園開設等への国庫補助 

 

５．提案３：2022 年に至る移行期までに講ずべき都市農業振興・都市農地保全施策 

 

 現行生産緑地の大部分が指定後 30 年の 2022 年を５年後に迎えるに当たり、この度生産

緑地法を中心に一連の法制対応がなされたわけであるが、三大都市圏特定市において、現

行の政策水準のまま推移した場合、買取申出による生産緑地の激減が懸念される。そして

それは未来永劫､やり直すことは不可能なものとしてある。 

 今回の一連の法改正に係る課題点等については、前記で述べているので、ここではこれ

ら法改正を所与のものとして、今後５年間における実施すべき都市農業振興・都市農地保

全施策について提案する。 

更に、市街化区域内農地の保全に関して生産緑地制度が活用されず、三大都市圏特定市

よりもある意味、問題の深刻度合いが高い、地方圏都市における生産緑地制度活用に関し

ても提案する。 

 

（１）農業後継者ほか多様な担い手の育成・支援のための施策 

 いくつかの農地所有者アンケート調査結果によると、買取申出意向面積は農業後継者の

有無によって差が見て取れた（秦野市・都市農地の公共財的活用モデル実証調査、ＪＡ兵

庫六甲・市街化区域内農地所有農家アンケート調査）。そこでは後継者がいない場合に

は、いずれかの時期（特に､相続発生時）までに 50％近く生産緑地面積が申出により減少

するシミュレーション結果となっている。一方、後継者がいる場合には、減少率は１割台

に抑えられる結果となっている。今後とも引き続き、生産緑地を保全していくためには、

農業後継者の確保は必須条件となるが、人材の確保は一朝一夕でなされるわけではなく、

相当の期間を要する。今後５年間とはいえ実際は残された時間は少なく、喫緊かつ戦略的

に農業後継者育成の施策を特定市は行うべきである。 
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具体的には、各自治体において地方計画を早急に策定するとともに、その計画において

５年後を目途に確保すべき生産緑地面積、およびそれに対応した育成すべき農業後継者数

を明らかにし､その工程をタイムスケジュールとして明示する必要がある。 

 この都市版の担い手育成において、ハウス栽培など労働集約的な高収益性を目指す農家

経営の他、都市農地の多様な機能発揮を農家経営に組み入れた体験農園開設・運営など立

地特性に合ったものとすることが相応しい。そのため、例えばア．高収益農業経営（農業

後継者）層、イ．自給タイプ農家層、ウ.多様な機能発揮農家層、エ．市民的活用を図る

市民グループ層など(前記４章で提案した「農地保全型農住組合」「農空間保全協議会」

を含む)、担い手層の類型別に、耕作あるいは活用すべき生産緑地面積について明らかに

することが望ましい。 

 

（２）生産緑地の追加指定 

 前回 1991 年時の生産緑地法改正に伴う､多くの農地所有者による生産緑地の選択は、特

別の一回限りのものとして、その後の生産緑地の追加指定を行ってこなかった特定市が相

当数ある。仮に、都市計画上イレギュラーな決定だったとしたとしても、四半世紀経った

今日、現行の生産緑地制度は都市農地保全のための機能を果たしてきている。また、2015

年には都市農業振興基本法が成立しており、四半世紀前の経緯にこだわらず、実態並びに

今日の都市農地保全の動向を踏まえて対応すべきである。もっとも、こうした施策の硬直

性は、都市農地が良好な都市環境形成の重要要素であることを、多くの特定市が認識して

いないためとも考えられる。そのため、実質追加指定作業である、小規模生産緑地（300

～500 ㎡未満）に関する条例制定を行う特定市は僅か、という懸念もある。 

各特定市とその他一般市において、都市農地が良好な都市環境形成の重要要素であり、

この認識に基づき、小規模生産緑地の指定に係る条例制定を含む生産緑地の追加指定、並

びに農あるまちづくりへの施策転換を図るべきことを明確にするため、都市計画運用指針

への記述だけでなく、生産緑地法第 3条（生産緑地に関する都市計画）に、都市農業振興

基本法に基づく地方計画を踏まえ、追加指定等の手続を明確にしなければならない旨を明

記する必要がある。 

 

（３）生産緑地等の買取り対応の強化 

 前節で述べた「生産緑地の追加指定」に当たって、市町村が直面する課題の一つは、生産

緑地の買取り申出に対する対応についてであろう。 

①買取り申出に対する市町村の対応の強化 

 現行生産緑地制度では、営農ができなくなるか、指定後 30 年経過により買取り申出がで

きる。申出を受けた市町村は、その買取・斡旋に努めるが、財政の制約等によりこれが殆ど

できず、行為の制限が解除されて、生産緑地の指定の廃止という都市計画の変更が追随せざ

るを得ない。つまり、買取り申出制度が形骸化している。 

 今後は、買取り申出以前の段階で、農地貸借の斡旋に努めるとともに、本提言３、４章の

新たな保全農地制度の適用を検討する必要がある。 

 また、これらの対応が実現しない場合には、都市緑地としての農地の位置づけに関する市
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町村の計画のもとに、生産緑地の重点的な買取り方針を立て、都市計画事業等として財源を

用意する必要がある。 

②市町村の買取りに関する都道府県の支援策 

 都道府県が都市農地の保全活用に独自に取り組む先行例が登場している。この独自施策

の枠組に適合する市町村の生産緑地等の買取りに対して、上記①の市町村による買取り方

針を評価したうえで、その費用の一部を都道府県が助成する支援策の検討が望まれる。 

③市町村の農地買取りに対する国の支援の強化 

 現行の生産緑地制度は、その公共施設適地要件と連動して、市町村が買い取った後の農地

は、公共施設として整備することが想定されている。農地が都市に「あるべきもの」へと転

換した現在では、この買取り農地の活用の仕方を拡張すべきである。例えば、緑農共存市街

地の重点政策地区において、ア．市町村が農地のままで指定管理者に貸付けて市民の耕作に

供する、イ．新たな都市農業担い手に譲渡または貸付ける等の、多様な使い方がありうる。 

 都市計画公園・緑地や特別緑地保全地区の用地買収については、国の補助制度がある。農

地が緑地として法律上も認められたことから、農地の買取りについても国の補助対象とし

て拡張する必要がある。とくに生産緑地については、その買取り申出から買取り実現までの

期間が３か月以内と短く、通常の予算措置では対応しがたい。このため、機動的に財源を調

達するためには農地買取基金等の創設を要し、その基金の一部を国が支援する制度の創設

について検討されたい。 

 

（４）立地適正化計画と都市農地保全制度導入とのカップリング 

 相当数の特定市においてみられる、都市農地が良好な都市環境形成の重要要素であるこ

とを実質的に認めない施策の硬直性は、地方圏都市において一層目立つ。具体的には、都

市農業振興基本法が成立したにもかかわらず、計画的な農地保全制度である生産緑地制度

を導入しているのは、僅か数都市に留まる。一方、三大都市圏特定市よりも地方圏都市の

方が、人口減少率が高く推移すると考えられる。実際こうした状況を踏まえて、コンパク

トなまちづくりを目指した、立地適正化計画の策定について、全体の８割方は地方圏都市

で占められている。つまり、郊外部（居住誘導区域外）における農地転用・開発の抑制を

目指す、立地適正化計画の策定はなされているものの、実質的にその施策目的の有力な実

現手法である生産緑地制度の導入は行われていないという、施策のミスマッチが起こって

いる。言い換えると、整合的な施策体系がなされていない。 

例えば、立地適正化計画策定と生産緑地制度の一体的活用について次のような方法が考

えられる。居住誘導区域内においては、農地があることにより良好な住環境整備に資する、

あるいは防災等多様な機能に着目し、市の計画に合致した市街化区域内農地について、重点

的に指定していく。 

一方、居住誘導区域外においては、今以上の宅地化を抑制する必要があることから、出来

るだけ多くの市街化区域内農地を生産緑地に指定していく。その際の施策目標は、市街化調

整区域と同様に生業として成り立つ都市農業振興、担い手育成である。 

都市農地の保全に関して、三大都市圏特定市よりも深刻の度合いが高いともいえる地方

圏都市においては、立地適正化計画を策定する場合、以上のような方針のもとに、生産緑地
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制度のほか、前記３、４章で提案した新たな農地保全関連制度の導入・活用により、農地保

全施策を強化する必要がある。 

以上 
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